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【ウェビナー】自動車業界を取り巻くEPA活用の課題と
貿易円滑化に向けた取り組み
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１．米国経済概
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略歴

1979年日本貿易振興会（現日本貿易振興機構）入会。海外調査部調査
企画課長、監査室長、対日投資部長、海外調査部長、理事などを歴任。

海外勤務は、1989～1992年ウルグアイ日本国大使館二等書記官、
2000～2005年ジェトロ・メキシコ事務所次長。2016年4月から現職。

日本貿易振興機構（ジェトロ）
海外調査部上席主任調査研究員
長島忠之（ながしまただゆき）
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EPAによる関税撤廃・削減（EPA特恵税率）
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EPA特恵税率を適用するための３条件

輸出入される産品に関し、EPA特恵税率が設定されていること

条件①EPA特恵税率

条件②原産地基準

生産された貨物が、「原産品」であると認められること（＝原産地基準を満
たしていること）

条件③手続的要件

税関に対して、原産地証明書または原産品申告書等及び（必要に応じ）運
送用件証明書（＊）を提出するなど、必要な手続きを行うこと

（＊）運送の途上で「原産品」という資格を失ってないこと（＝原則として直送されるこ
とが必要な積送基準を満たしていること）

「我が国の原産地規則～EPA原産地規則（詳細）～ 2018年7月財務省関税局・税関」を基に作成



輸出する品物のHSコードを特定します

関税率を調べます

原産地規則を満たしているか確認します

原産地証明書を準備します

EPA利用の流れ
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条件①

条件②

条件③

大前提



HSコードの特定の方法
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 輸出入申告書に記載するHSコード（日本国内細分）については「輸出統計品目表」、または「実行
関税率表」で調べることができます。

 EPAの特恵税率を利用して日本からEPA締約国へ輸出する場合、輸出先となる国のHSコード（国
内細分）を調べる必要があります（ただし、6桁までは世界共通）。

■輸出統計品目表（税関） http://www.customs.go.jp/yusyutu/index.htm

■実行関税率表（税関） http://www.customs.go.jp/tariff/index.htm
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輸出する品物のHSコードを特定します

関税率を調べます

原産地規則を満たしているか確認します

原産地証明書を準備します

EPA利用の流れ
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条件①

条件②

条件③

大前提
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【日本の経済連携協定（EPA）締結状況➡重層化】



協定名 署名 発効

日・ASEAN包括的経
済連携協定（EPA)

2008年4月1日 2008年12月1日

日・ベトナム経済連
携協定（EPA）

2008年12月25日 2009年10月1日

環太平洋パートナー
シップに関する包括
的及び先進的な協定
（TPP11）

2018年3月8日

2018年12月30日
（日本、メキシコ、シンガポー

ル、NZ、カナダ、豪州）

2019年1月14日
（ベトナム）

既存の経済連携協定（EPA）とTPP11（例：ベトナム）
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国名 一般税率 既存EPA税率 TPP11税率

シンガポール 0 0 0

メキシコ 5 0 0（即時撤廃）

マレーシア 30 0 未発効（即時撤廃）

チリ 6 0 未発効（即時撤廃）

ブルネイ 0 0 未発効（2024年撤廃）

ベトナム 20 除外 16（2028年撤廃）

ペルー 0 0 未発効（即時撤廃）

オーストラリア 5 0 0（即時撤廃）

カナダ 6 - 0（即時撤廃）

ニュージーランド 0 - 0（即時撤廃）

【サスペンション（乗用車用）の関税率（TPP11加盟国）】 （％）
HS8708.80
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以下のURLにアクセス
https://www.jetro.go.jp/theme/export/tariff/

【「World Tariff」の使い方】

日本国内居住者の方は事前にユーザー
登録をすれば、どなたでも無料でご利用
できます。

 ジェトロのウェブサイト経由で登録いた
だくことで、日本居住者はどなたでも無
料で利用できます。

 登録・ログイン後、「HS Number 
Search」を選択すると②の画面が表示
されます

 輸出先、HS コードを上 2 桁→上 4 桁
の順に項まで選択します。

 下に表示される HS コード一覧から該

当コードを選択すると、輸出国別の関
税率（③参照）が表示されます

https://www.jetro.go.jp/theme/export/tariff/
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【協定文による税率の確認②】

https://epa-info.go.jp
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輸出する品物のHSコードを特定します

関税率を調べます

原産地規則を満たしているか確認します

原産地証明書を準備します

EPA利用の流れ
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条件①

条件②

条件③

大前提
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EPA原産品の大原則
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「Made in Japan」のラベルを貼れるから・・・

日本で生産しているから・・・

材料を日本のサプライヤーから全て購入しているから・・・

他の制度でMade in Japanと認められることと、EPAの原
産地規則とは無関係

材料の多くをEPA締結国以外の国から調達している場
合は？？？

サプライヤーの生産拠点がEPA締結国以外の国である
場合は？？？

EPA原産品として認められるか？？？
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【PSRの3類型】

①関税分類変更基準：材料と最終産品との間に特定の関税分類（HSコード）の変更があること。

②付加価値基準：材料に一定以上の付加価値を付加すること。

③加工工程基準：材料に特定の加工（例：化学品の化学反応）がなされること。

原産性の判断基準③～品目別原産地規則（PSR）を満たす産品～

25

域内国域外国

非原産材料を使用していても、域内国における加工等の結果として、当該材料に実質的な変更
があった場合には、その産品を原産品と認めるもの。

 PSRでは、それぞれの産品に応じた関税分類変更基準や付加価値基準等の原産地基準（原産
品となるための要件）が規定されている。
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非原産材料の関税分類（HSコード）と最終産
品のHSコードの間に特定の変更がある場合

に、原産性を認めるのに十分な加工が国内
（協定国域内）でなされたとして原産品と認
める基準。

求められるHSコード変更の桁数のレベルは
3種類ある。
① 「類」（Chapter）の変更という場合は上2

桁での変更。
② 「項」（Heading）の変更という場合は上4

桁での変更。
③ 「号」（Subheading）の変更という場合は
上6桁での変更。

 どのレベルで変更すれば、原産品となるか
は、品目により異なるため、品目別原産地
規則を確認する必要がある。

 品目別原産地規則は、表の形式で、HSコー
ドごとにルールを掲載している。

原産性判定方法③-１ ～関税分類変更基準～
【品目別原産地規則の読み方（TPP11）】

①まず、最終産品のHS
コードを確認する。

②次に、他の「類」「項」「号」
のうち、どのレベルの変更
が対象か確認する。

Copyright (C) 2020 JETRO. All rights reserved. 

26



Copyright (C) 2020 JETRO. All rights reserved. 

27

原産性判定方法③-２ ～付加価値基準の計算方式～

方式 計算式

域内原産割合
（％）

①控除方式
【全EPA（除く日スイスEPA）】
（輸出産品の価額–非原産材料の合計価額）÷輸出産品の価額
×100≧X％

②積上げ方式

【日インドEPA、日モンゴルEPA】

（原産材料の価額＋直接労務費＋直接経費＋利益）÷輸出産品
の価額×100≧X％

【日チリEPA、TPP11】
原産材料の価額÷輸出産品の価額×100≧X％

非原産材料の最大割合（％）
【日スイスEPA、日EU・EPA】
非原産材料の価額÷産品の工場出し価額×100≦X%

協定締結国域内で付加された価値により原産性を証明する方法。

原産性を認めるのに十分な付加価値が国内（または協定締結国域内）で付加された
場合に、原産品と認める基準。

（注）輸出産品の価額＝原則、輸出する時点でのF0B価額
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【日EU・EPA（控除方式）】



 TPP11域内でPSRが定める特定の加工が行われたことを以て原産品と認める基準。
 下の図では、材料であるプロピレンをTPP11域外国より輸入し、日本においてグリセリンを製造する事
例。この場合、日本での製造において、使用された非原産材料に対して化学反応が施されていること
から、グリセリンは加工工程基準（この例の場合、特定の化学反応を経ていること）を満たし、ＴＰＰ11
原産品と認められる。

 衣類等縫製品では、関税分類変更基準の要件に加えて、裁断・縫製を域内で行わなければならない
との加工工程基準がある。

原産性判定方法③ -３～加工工程基準～（例：TPP11）

（参考）グリセリン（HS2905.45）のPSR（※）：
「材料が化学反応の工程（新たな構造の分子を生ずること）を経ていること」
（※）「号」（関税分類（HSコード）上6桁）変更基準と上記加工工程基準の選択制となっている。

29
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品目別原産地規則例：ワイパー（851240）

TPP11 日EU・EPA
 TPP11、日EU・EPAとも関税分類変更基準
と付加価値基準の選択制

TPP11 日EU・EPA

関税分類変更基準 ４桁レベル ４桁レベル

付加価値基準

域内原産割合（以下の方式の
選択制／FOB価額に対する割
合）
・30％以上（積上げ方式）
・40％以上（控除方式）
・50％以上（重点価額方式）

以下の方式の選択制
・MaxNOM（非原産材料

の最大割合）50%以下
（工場出し価額/EXW）

・RVC（控除方式の域内原
産割合）55%以上（FOB
価額）

【参考】関税分類変更基準の表記

TPP11 日EU・EPA

2桁 「類」の変更 CC

4桁 「項」の変更 CTH

6桁 「号」の変更 CTSH

Copyright (C) 2020 JETRO. All rights reserved. 

30



品目別原産地規則例：自動車部品
日EU・EPA

品目名 HS code 品目別原産地規則（PSR)
関税分類変更

基準
付加価値基準 備考

ファンベルト 4010.39

CTH;

MaxNOM 50 % (EXW); or

RVC 55 % (FOB).

○

（4桁）

〇

（非原産材

料、控除）

ゴム

（4001～

4006）

ウォーターポンプ8413.30

CTH;

MaxNOM 50 % (EXW); or

RVC 55 % (FOB).

○

（4桁）

〇

（非原産材

料、控除）

部品

（8413.91）

オイルフィルター 8421.23

CTH;

MaxNOM 50 % (EXW); or

RVC 55 % (FOB).

○

（4桁）

〇

（非原産材

料、控除）

部品

（8421.99）

バッテリー 8507.10

CTH;

MaxNOM 50 % (EXW); or

RVC 55 % (FOB).

○

（4桁）

〇

（非原産材

料、控除）

部品

（8507.90）

点火プラグ 8511.10

CTH;

MaxNOM 50 % (EXW); or

RVC 55 % (FOB).

○

（4桁）

〇

（非原産材

料、控除）

部品

（8511.90）

ワイパー 8512.40

CTH;

MaxNOM 50 % (EXW); or

RVC 55 % (FOB).

○

（4桁）

〇

（非原産材

料、控除）

部品

（8512.90）

ディスクパッド

ディスクロー

ター

8708.30

CTH;

MaxNOM 50 % (EXW); or

RVC 55 % (FOB).

○

（4桁）

〇

（非原産材

料、控除）

部品

（8708.30）

サスペンション 8708.80

CTH;

MaxNOM 50 % (EXW); or

RVC 55 % (FOB).

○

（4桁）

〇

（非原産材

料、控除）

部品

（8708.30）
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品目別原産地規則例：自動車部品TPP 11

品目名 HS code 品目別原産地規則（PSR)
関税分類変更

基準
付加価値基準 備考

ファンベルト 4010.39 A change to a good of heading 40.02 through　40.17 from any other heading.
○

（4桁）

ゴム

（4001～

4006）

ウォーターポンプ8413.30 A change to a good of subheading 8413.11 through 8413.82 from any other subheading.
○

（6桁）

部品

（8413.91）

オイルフィルター 8421.23 A change to a good of subheading 8421.11 through 8421.39 from any other subheading.
○

（6桁）

部品

（8421.99）

バッテリー 8507.10

A change to a good of subheading 8507.10 through 8507.20 from any other heading;

or No change in tariff classification required for a good of subheading 8507.10 through 8507.20, provided there is a

regional value content of not less than:

(a) 35 per cent under the build-up method; or

(b) 45 per cent under the build-down method

○

（4桁）

○

（積上げ、控

除）

部品

（8507.90）

点火プラグ 8511.10 A change to a good of subheading 8511.10 through 8511.80 from any other subheading.
○

（6桁）

部品

（8511.90）

ワイパー 8512.40

A change to a good of subheading 8512.40 through 8512.90 from any other heading; or

No change in tariff classification required for a good of subheading 8512.40 through 8512.90, provided there is a

regional value content of not less than:

(a) 30 per cent under the build-up method; or

(b) 40 per cent under the build-down method; or

(c) 50 per cent under the focused value method taking into account only the non-originating materials of heading

85.12.

○

（4桁）

○

（積上げ、控

除、重点）

部品

（8512.90）

ディスクパッド

ディスクロー

ター

8708.30

A change to a good of subheading 8708.30　through 8708.40 from any other subheading; or

No change in tariff classification required for a　good of subheading 8708.30 through 8708.40,　provided there is a

regional value content of not　less than:

(a) 45 per cent under the build-up method;　or

(b) 45 per cent under the net cost method; or

(c) 55 per cent under the build-down method.

○

（6桁）

○

（積上げ、

ネットコス

ト、控除）

部品

（8708.30）

サスペンション 8708.80

A change to a good of subheading 8708.80 from any other subheading; or

No change in tariff classification required for a good of subheading 8708.80, provided there is a regional value

content of not less than:

(a) 45 per cent under the build-up method; or

(b) 45 per cent under the net cost method; or

(c) 55 per cent under the build-down method.

○

（6桁）

○

（積上げ、

ネットコス

ト、控除）

部品

（8708.80）
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税関 原産地規則ポータル
http://www.customs.go.jp/roo/
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点火プラグ（8511.10）のEPA特恵税率を確認すると・・・
（例：タイ、ベトナム、メキシコ）

いずれのEPAの特恵
税率は無税（0％）
＊ベトナムのTPP11は2021年より

納入先企業が採用し
ているEPAの原産地
規則に従う

品目別原産地規則を
比較して、より緩や
かな規定をしている
EPAを活用

自社で輸出する場合

EPAを活用している企
業に納入する場合
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点火プラグ（8511.10）品目別原産地規則（原産地ポータルを利用して検索）

日ASEAN・EPA

日タイEPA

日ベトナム
EPA

日メキシコ
EPA

TPP11
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点火プラグ（8511.10）品目別原産地規則
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品目別規則に関する救済規定（例：TPP11、日EU・EPA）

 デミニマスルール（僅
少の非原産材料）

 ロールアップ

 トレーシング

 累積

 自動車・自動車部品
の特別な原産地規則

58〜69ページ
https://www.jetro.go.jp/ext_i

mages/world/europe/eu/epa/p

df/euepa202003.pdf

92〜100ページ
https://www.jetro.go.jp/ext_i

mages/theme/wto-

fta/tpp/TPP11_kaisetsu.pdf
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 完成車(第8701.10号~第8701.30号、第87.02項~第87.05項)の品目別原産地規則には付加価値基準が採用され、控除方式の場合
はRVCが55%以上、純費用方式を用いる場合は45%以上が求められる。

 完成車のRVCの計算に当たって、附属書3-Dの付録1の表Aに掲げる特定自動車部品7品目については、同付録の表Bに掲げる加
工工程のどれか一つでもTPP11域内で行われれば、当該部品のPSRに関わらず原産材料 と認められる特例措置が活用できる。

 自動車動車部品のPSRの多くは、関税分類変更基準と付加価値基準の選択制であり、付加価値基準の場合、RVC が控除方式で
は品目に応じて45%~55%、積上げ方式と純費用方式では35~45%以上である。

 附属書3-Dの付録1の表Cに掲げる自動車部品のRVCの計算においては、RVCが35%(積上げ・純費用方式)、 45%(控除方式)を超え
る部分(閾値)については、構成部品について附属書3-Dの付録1の表Bに掲げる加工工程のどれか一つでも域内で行われれば原
産性が付与される特例が活用できる。

TPP11

 特定の部品(バンパー、車体等)については、特定の生産工程が当該締約国において行われる限りにおいて、原産材料とみなされ
る。

 特定部品の特別なPSRについては、協定発効から7年後、日本とEUのどちらかから要請があった場合には、規定の見直しを共同で
行うこととなっている。

日EU・EPA

 乗用自動車その他の自動車(HS87.03)の製造に用いられる、ガソリンエンジン(HS:84.07)、ワイ ヤーハーネス(HS85.44)、自動車部
品(HS87.08)の材料については、日本とEU以外の第三国で得られた材料を、日EU・EPAに基づく特恵待遇を受けるための累積に含
められるようになる可能性がある。

 第三国産の材料を累積に含めるためには、次の3要件を満たす必要がある。
●日本とEUが、当該第三国との間においてそれぞれ効力を有する自由貿易協定を締結していること。
●日本又はEUと当該第三国との間で、日EU・EPA上の第三国を含む累積の実施を確保する十分な行政上の協力に関する取極
が発効していること、および当該取極を相手国(EU又は日本)に対して通報すること。
●当該第三国を含む累積を適用するための他のすべての条件について、日EU間で合意すること。

【完成車】

【自動車部品】

【自動車部品】

【第三国を含む累積】
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原産地の証明
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■ 第三者証明制度

生産者・輸出者が第三者機関（政府または指定機関）に対して、輸出品が原産地認
定基準を満たしていることを証明する情報を提供した上で、第三者機関が当該製品
の原産性を判定し、原産地証明書を発給する制度。

*日本・ASEAN、ASEAN・中国、ASEAN・インド、日本・オーストラリア（※）など

■ 認定輸出者自己証明制度

政府によって認定された輸出者に対し、自己申告制度を適用する制度。認定輸出者
以外は、第三者機関による判定が必要。

*日本・メキシコ、日本・スイス、日本・ペルー

■ 自己申告制度

生産者、輸出者または輸入者が、自ら原産性を証明する制度。

*日本・オーストラリア（※）、TPP11 、日本・EU、日米貿易協定（輸入者のみによる自
己申告制度）

※ 日豪EPAにおいては、第三者証明、自己証明両制度併用
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日本のFTA/EPA、日米貿易協定における原産地証明制度

EPA/FTA 発効時期 第三者証明制度
認定輸出者
自己証明制度

自己証明制度

（自己申告制度）

日シンガポール 2002年11月 〇 - -

日メキシコ 2005年 4月 〇 〇 -

日マレーシア 2006年 7月 〇 - -

日チリ 2007年 9月 〇 - -

日タイ 2007年11月 〇 - -

日インドネシア 2008年 7月 〇 - -

日ブルネイ 2008年 7月 〇 - -

日ASEAN 2008年12月 〇 - -

日フィリピン 2008年12月 〇 - -

日スイス 2009年 9月 〇 〇 -

日ベトナム 2009年10月 〇 - -

日インド 2011年 8月 〇 - -

日ペルー 2012年 3月 〇 〇 -

日オーストラリア 2015年 1月 〇 - 〇

日モンゴル 2016年 6月 〇 - -

TPP 署名済（2016年2月）（注） - - 〇

CPTPP（TPP11） 2018年12月30日（注） - - 〇

日EU 2019年2月1日 . - - 〇

日米貿易協定 2020年1月1日 - - 〇

（注）TPPは米国の離脱後、「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（CPTPP、通称TPP11）」として署名、2018年12月30日に発効するのは、日本、メキシコ、シンガポール、NZ、カ
ナダ、豪州の6カ国。2018年1月14日にベトナムが発効。

（出所）政府資料をもとにジェトロ作成
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日本商工会議所 EPAに基づく特定原産地証明書発
給事業
https://www.jcci.or.jp/international/certificates-of-

origin/
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【第三者証明制度】
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第三者証明制度（日本商工会議所） 自己申告制度（自己証明制度）

ステップ１ 輸出産品のHSコードを確認する 輸出産品のHSコードを確認する

ステップ２ EPA税率の有無や税率を確認する EPA税率の有無や税率を確認する

ステップ３
各EPAに定められた輸出産品に係る規
則等を確認する

各EPAに定められた輸出産品に係る規
則等を確認する

ステップ４
輸出産品に係る原産地性を確認する
（原産品であることを明らかにする資料、
裏付け資料の作成等）

輸出産品に係る原産地性を確認する
（原産品であることを明らかにする資料、
裏付け資料の作成等）

ステップ５ 「企業登録」をする

原産地証明書（原産地に関する申告文）
を作成する

ステップ６ 「原産品判定依頼」を行う

ステップ７ 「特定原産地証明書の発給申請」を行う
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共
通
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 TPP11、日EU・EPAでは……

 事業者が自ら原産地証明書（原産地に関する申
告）を作成できる「自己申告制度」を採用。

 原産地証明書（原産地に関する申告）の作成やそ
の後の手続に関連するコストとリードタイムを低減
する効果が期待される。
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「EPA原産地規則マニュアル」（東京税関作成）より



原産地証明書の根拠
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経済産業省
【経済連携協定に基づく原産地証明書の利用】
原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/dow
nload/gensanchi/roo_guideline_preservation.pdf
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経済産業省：【経済連携協定に基づく原産地証明書の利用】
「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示」より
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経済産業省：【経済連携協定に基づく原産地証明書の利用】
「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示」より
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経済産業省：【経済連携協定に基づく原産地証明書の利用】
「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示」より



輸出する品物のHSコードを特定します

関税率を調べます

原産地規則を満たしているか確認します

原産地証明書を準備します

EPA利用の流れ
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検認積送基準
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積送基準（変更の禁止） 例：日EU・EPA
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原産性の確認手続（検認）/第三者証明制度

（出所）経済産業省貿易経済協力局貿易管理部原産地証明室：経済連携協定（EPA）に基づく原産地証明書（第三者証明
制度）への検認について 2020年2月
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原産性の確認手続（検認）/自己申告制度（間接検認/日EU・EPA）

（出所）財務省関税局・税関：日EU・EPA原産地規則について 2018年11月・12月
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（出所）財務省関税局・税関：TPP11（CPTPP）原産地規則について 2018年11月・12月

原産性の確認手続（検認）/自己申告制度（直接検認/TPP11）
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根拠資料（保存書類）の保存期間

５年間 ４年間 ３年間

日メキシコ
日マレーシア
日チリ
日タイ
日インドネシア
日フィリピン
日インド
日ペルー
日オーストラリア
日モンゴル
TPP11

日EU（輸出者、生産者）

日ブルネイ
日ASEAN
日スイス
日ベトナム
日EU（輸入者の知識）

（注）起算日：第三者証明制度の場合は原産地証明書発給日の翌日、自己申告制度の場合は原産地証明書または申告文の作
成日。日EU・EPAの輸入者の知識による場合は輸入日。



■事前教示制度（Advance Rulings）とは：
締約国が自国の輸入者、他の締約国の輸出者もしくは生産者からの書面による要請に対して、書面
による事前の教示を行う制度をいいます。

■確認できる内容：
事前教示制度を利用して、以下の内容を確認することができます。
①関税分類
②特定の事案のために用いられる関税評価基準の適用について
③原産性の判定（原産地規則及び原産地手続きの規定に基づく原産品であるかとうか）
④締約国が決定するその他の事項

■回答までの時間：
締約国は可能な限り迅速に、最長でも150日以内に事前の教示を行うことを約束しています。

■有効期間：
最低3年間

事前教示制度（例：TPP11）
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事前教示の事例（チリ）

＊事前教示制度については、ジェトロ作成「TPP11解説書」（18～19ページ）を参照
https://www.jetro.go.jp/ext_images/theme/wto-fta/tpp/TPP11_kaisetsu.pdf



【ご注意】

本日の講演内容、資料は情報提供を目的に作成したものです。

主催機関および講師は資料作成にはできる限り正確に記載するよう努力しておりますが、
その正確性を保証するものではありません。本情報の採否はお客様のご判断で行いくだ
さい。

また、万一不利益を被る事態が生じましても主催機関及び講師は責任を負うことができ
ませんのでご了承ください。

ご清聴有難うございました
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